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改正障害者雇用促進法改正ポイント

１．障害者の範囲の明確化

２．障害者に対する差別禁止と合理的配慮の提供

義務の導入

３．精神障害者の雇用義務化（法定雇用率の算定

基礎の見直し)

４．苦情処理、紛争解決援助の整備



差別禁止と合理的配慮
• 雇用促進法の中に差別禁止と合理的配慮を明文規定化

→裁判規範性

• 募集、採用、賃金等の差別の禁止

• 募集・採用場面、採用後の場面における合理的配慮の提供

➡「量」から「質」へ



改正障害者雇用促進法(障害者雇用)の課題

１．障害者手帳の有無により、法の適応対象の有無判断がなされる。

２．障害者手帳を有していない軽度障害者等の適応判断の基準がない。

３．軽度障害者が法による保護を受けられないケースが発生。

４．身体障害者福祉法における障害者の範囲と促進法における範囲が同じ。

➡目的が異なることから雇用促進法独自の障害者の範囲規定が必要。

５．「不当な」差別的取り扱い 解釈が不明確 何をもって不当な差別的

取り扱いとするのか。



改正障害者雇用促進法(障害者雇用)の課題

６．合理的配慮 「過重な負担」の判断基準をより明確化すべき。

７．事業主負担に関する納付金制度の見直し。

８．特例子会社の在り方

労働条件：親会社とは異なるケースが多い。特例子会社から親会社

への移行は原則なし。 ※インクルージョンの視点より大きな課題。

９．障害者採用における「障害者枠」➡合理的配慮？差別？

１０．福祉的就労 処遇の改善と一般雇用への移行問題。



「保障よりも働くチャンスを」アビリティーズ運動は1966（昭和
41）年、心身に障害ある人たちの自立と就労、社会参加を実現
することを目的に、障害当事者として、現在の特定非営利活動
法人日本アビリティーズ協会を設立しました。



アビリティーズの理念



アビリティーズ活動の概略 SINCE 1966

24歳の身体障害のある学生が

起業を計画。しかも障害者中心
に6名で。

これがアビリティーズ運動の始
まりであった。

逆境を乗り越え、会社は成長し
ていった。

労働大臣に手紙を書き、お目に
かかれた。

そこで障害者の雇用対策のお
願いと提案をする。
4年後の1975年の10月、障害

者雇用促進法が国会で成立し
た。



アビリティーズ活動の概略 SINCE 1966

アメリカの障害者雇用の実情の
視察を行い、福祉用具の効果と
重要性を知り、海外のトップメー
カーにコンタクトを取り訪問。

日本最初のリハビリ機器展示会
を開催し、事業を開始する。



アビリティーズ活動の概略 SINCE 1966



障害者雇用は「障害者を戦力化すること」がゴール

就職する障害者側の課題
①自分の障害・状況は理解してくれるはずという思い込み
②会社・職場に積極的に溶け込もうとしない姿勢 （甘え）

受け入れる企業側の課題
①受け入れ後は、現場の社員に任せっきり
②現場社員の経験則からくる指導力の偏り

③適材適所の探求不足
➡障害者雇用の実質的課題

※教育と研修 障害理解と能力発揮のための環境整備、就労後の

継続的指導と教育。人事担当の役割、責任。➡ 「信念と覚悟」

※現場社員の理解と協力 ➡ 職場リーダー教育



自ら（我が社）を考えてみる①

• 当社は創業当初社員のほとんどが重度障害者で構成され

ていた。

• 障害者だけが集まって仕事をしていくことに不自然さを感じ、

中途で政策転換を図る。（“健常者”雇用）

• 1980年にはジャスコ（現イオン）と共同出資し、アビリティー

ズジャスコを設立。（のちにイオンの特定子会社となる）

• これをきっかけに、障害者も普通に働ける、普通の会社に

転換。

• 他社では採用されにくい重度障害者も採用。



自ら（我が社）を考えてみる②

・社長をはじめ社員（“健常者”）が障害者に対する理解と協力がある。

・組織全体が自然体としてインクルーシブ組織となっている。

障害がある人もない人も普通に、そして当たり前に共に働き、共に学び、共に成長できる

環境となっている。（39名の障害者のうち役員・管理職は６名 法定雇用率7％）

・障害者採用はすべて一般就労。

・合理的配慮の充実（バリアフリー環境、障害者トイレ、駐車場・車両の提供）

・入社後福祉機器の仕入業務、のちに営業職に転換。（初めてついた上司は車いす利用者）

➡業務遂行上、脊椎損傷者としての経験が生かせた。

➡アセスメントと福祉用具、住環境の提案。

➡生活動作の不自由さ、心理面を含めた社員教育・指導。



自ら（我が社）を考えてみる③

※障害者雇用後配置の適材適所➡真の戦力化

社員A（脊椎損傷） 車いす・褥瘡予防用具の販売推進の中軸。

社員B（発達障害) デイサービススタッフ。高齢者の人気者。

社員C(知的障害) 福祉用具レンタルの清拭業務。

社員D（脳性まひ） 営業事務（CPU作業・介護保険請求事務）

社員E（頸椎損傷） CADによる機械設置製図作業

➡障害の有無に関係なく能力を最大限に発揮できる環境。

➡障害理解、パーソナリティの尊重、相互理解。

➡社員（同僚）の理解、心の障壁をなくすことが何より重要。



まとめ
障害がある人もない人も普通に、

そして当たり前に共に働き、

共に学び、共に成長できる

環境作りが重要！
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